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R5-7 年度分担総括研究報告書 
広域に発⽣する主に細菌性疾患の疫学情報とゲノム情報の分析と監視に基づく疾病負荷軽

減策の検討 
 

研究要旨 ⾷品媒介感染症は重症化や広域に発⽣する場合があり、早期探知、疫学情報の
迅速な収集、原因⾷品・感染源の推定、対策の実施が重要である。⼀⽅で、国内では広域
⾷品媒介感染症の公衆衛⽣上の疾病負荷に関する検討は⼗分ではない。従来の疾病負荷
の評価に⽤いられている調査デザインはマンパワーや費⽤の⾯で実施が困難な場合があ
る。本研究では、広域に発⽣する主に細菌性⾷品媒介感染症に関して疫学情報と病原体の
ゲノム情報を統合的に活⽤し、情報収集、リスク評価および疾病負荷評価に資する⽅法を
検討した。初年度は共通化した疫学調査情報、感染症発⽣動向調査情報、⾷中毒調査⽀援
システム情報を⽐較し、共通調査票による情報収集は迅速性の点で有⽤であった。⼀⽅
で、データ集約・解析の効率化が課題であることを⽰した。2 年⽬は MLVA 法により同
⼀分⼦タイプとされた EHEC O157VT1VT2 症例 37 例を対象に、焼⾁店の利⽤を曝露因
⼦として⾃⼰対照ケースシリーズ法（Self-Controlled Case Series 法：SCCS 法）による
解析を⾏った。SCCS 法による罹患率⽐（Incidence Rate Ratio：IRR）は 32.0（95％信頼
区間：12.5‒82.1）であった。3 年⽬はこの IRR を⽤いて寄与リスク割合（Attributable Risk 
Percent：ARP）を算出し、ARP は 96.9％（95％信頼区間：92.0‒98.8％）であった。以
上より、広域⾷品媒介感染症において、疫学情報と病原体のゲノム情報を統合し、SCCS
法を⽤いることで、症例のみの情報からリスク推定および疾病負荷の相対的評価を⾏え
る可能性が⽰された。⼀⽅で、SCCS 法は絶対リスクを直接算出できないため、発症数の
増加やリスク差の評価には、コホート研究等から得られる発⽣率やリスク差を併⽤する
必要がある。今後は疫学情報の標準化・構造化、迅速なデータ集約体制の構築、SCCS 法
の適⽤可能な曝露因⼦の整理が必要である。 
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Ａ．研究⽬的	

⾷品媒介感染症のアウトブレイクは事例
によって重症度が⾼く、広域に発⽣する場
合がある[1,2]。広域に発⽣する⾷品媒介感
染症では、複数⾃治体にまたがる症例情報
を迅速に把握し、疫学情報と病原体の分⼦
タイピング情報またはゲノム情報を統合し
て解析することが重要である。しかし、国内
では、広域⾷品媒介感染症の探知、疫学情報
の系統的な収集、原因⾷品・感染源の推定、
公衆衛⽣上の負荷評価に関する⽅法は⼗分
に確⽴されていない。 

⾷品媒介感染症の疾病負荷を評価するた
めには、従来、コホート研究や症例対照研究
など、⽐較群を設定した調査デザインが⽤
いられてきた[3]。しかし、⽐較群への調査
には多くのマンパワーや費⽤を要するため、
広域事例において迅速に実施することが困
難な場合がある。このため、⽐較群を設定せ
ず、症例のみの情報を⽤いてリスク推定や
疾病負荷評価を⾏う⽅法の検討が求められ
る。 

本研究は広域に発⽣する主に細菌性⾷品
媒介感染症について、疫学情報と病原体の
ゲノム情報を統合的に活⽤し、広域事例の
探知、疫学情報収集、リスク評価および疾病
負荷評価に資する⽅法を検討することを⽬
的とした。 
具体的には、初年度に広域⾷品媒介感染

症における疫学情報収集⽅法を検討し、国
内外の情報収集・活⽤⽅法を整理した。2 年
⽬には、MLVA 法による同⼀分⼦タイプの
腸管出⾎性⼤腸菌感染症例を対象として、
Ria らの報告[4]を参照し、SCCS 法による
IRR 算出の実施可能性を検討した。3 年⽬

には、SCCS 法により得られた IRR を⽤い
て、疾病負荷指標の⼀つである ARPの算出
可能性を検討した。 
 
	
Ｂ．研究⽅法 
1．広域⾷品媒介感染症における疫学情報収
集⽅法の検討 

広域⾷品媒介感染症事例の疫学情報収集
⽅法を検討するため、協⼒⾃治体から得ら
れた疫学調査情報、感染症発⽣動向調査情
報、⾷中毒調査⽀援システムに登録された
情報を収集し、分⼦タイピング情報と疫学
情報の結合可能性、疫学情報の適時性、正確
性、データの質について検討した。対象疾患
は、腸管出⾎性⼤腸菌感染症を中⼼とした
細菌性⾷品媒介感染症とした。 
また、国外における広域⾷品媒介感染症

の疫学情報収集⽅法を把握するため、⽶国
における広域⾷品媒介感染症のアウトブレ
イク探知、疫学情報収集、データ集約、情報
還元の⽅法について情報収集を⾏った。特
に、National Outbreak Reporting System
（ NORS ）、 Research Electronic Data 
Capture（REDCap）、レシート情報の活⽤、
リスクコミュニケーションにおけるフォー
カスグループインタビュー等について整理
した。 
 
2．病原体のゲノム情報と疫学情報を⽤いた
SCCS 法による IRR算出の試⾏ 
過去に報告された広域事例のうち、2021

年 6⽉ 1⽇から 2022 年 12⽉ 31⽇に EHEC 
O157VT1VT2 と診断された者を対象とし
た。このうち、MLVA 法により同⼀分⼦タ
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イプとされた 37 例を抽出し、分⼦タイピン
グ情報と疫学情報を結合した。 

解析には SCCS 法を⽤いた。曝露因⼦は
SCCS 法の前提条件[5]を満たすと考えられ
る「焼⾁店の利⽤」とし、アウトカムは「同
⼀分⼦タイプの腸管出⾎性⼤腸菌感染」と
した。発症⽇および曝露⽇の情報を⽤い、リ
スク期間を 1〜7⽇として、IRR および 95％
信頼区間を算出した。解析には、SCCS 法に
関する SAS ⽤マクロを⽤いた。 
 
3．SCCS 法により得られた IRR を⽤いた疾
病負荷指標の検討 

SCCS 法の前提条件を満たすと考えられ
る焼⾁店の利⽤について、SCCS 法により
推定された IRR を⽤い、疾病負荷指標の⼀
つである ARPを算出した。 

ARPは以下の式により算出した。 
 

𝐴𝑅𝑃 =
𝐼𝑅𝑅 − 1
𝐼𝑅𝑅 × 100 

 
また、SCCS 法により得られる IRR およ

び ARPの解釈可能性、絶対リスク評価への
応⽤可能性、個別⾷品・⾷材を曝露因⼦とし
た場合の適⽤可能性について、既存⽂献に
基づき検討した。 
 
 
Ｃ．研究結果・考察 
C1. 研究結果 
C1-1．広域⾷品媒介感染症における疫学情
報収集⽅法の課題 

広域事例の可能性がある分⼦タイピング
情報をもとに、協⼒⾃治体から共通化した
疫学調査情報を収集し、感染症発⽣動向調

査情報および⾷中毒調査⽀援システムに登
録された情報と⽐較した。 
協⼒⾃治体からの情報収集は、情報が得

られた時点で報告されるため、適時性の点
で有⽤であった。⼀⽅で、複数⾃治体から得
られる情報を集約し、解析可能なデータと
して整理するためには、データ⼊⼒、構造
化、統合、解析までの⼀連の過程を効率化す
る必要があると考えられた。 

⾷中毒調査⽀援システムに登録された疫
学情報は、分⼦タイピング結果から数週間
から 2 か⽉程度を要する症例があり、広域
事例の早期探知や迅速な解析においては適
時性に課題があった。また、感染症発⽣動向
調査情報は、曝露情報や⾏動情報が記載さ
れている場合があるものの、⾃由記載を含
む⾮構造化情報が多く、疫学情報の正確性
やデータの質について検証が必要であった。 
⽶国では、NORS を⽤いてアウトブレイ

ク調査データを報告し、ダッシュボード等
により情報を活⽤していた。また、REDCap
を⽤いた疫学情報収集の効率化、レシート
情報の解析による商品特定、フォーカスグ
ループインタビューを⽤いた注意喚起内容
の検討、SNS 等を含む複数媒体による情報
提供など、疫学情報の収集から活⽤までの
実装的な⼯夫が⾏われていた。さらに、迅速
診断検査による病原体検出のスクリーニン
グと分離培養の強化により、分⼦タイピン
グを⽤いた広域アウトブレイク探知の迅速
化につながる可能性が⽰唆された。 
 
C1-2．SCCS 法による IRR算出の試⾏ 

MLVA 法により同⼀分⼦タイプとされた
EHEC O157VT1VT2 症例 37 例を対象とし
た。対象症例のうち、男性は 19 例、年齢中
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央値は 27歳、届出時点で有症状であった者
は 34例であった。症例の 28例に外⾷歴が
あり、そのうち 18例が焼⾁店を利⽤してい
た。その他、経⼝感染が推定された症例に
は、⽣⾁の喫⾷歴が報告されていた。 

焼⾁店の利⽤と同⼀分⼦タイプの腸管出
⾎性⼤腸菌感染との関連について、リスク
期間を 1〜7 ⽇として SCCS 法による解析
を⾏った。その結果、IRR は 32.0（95％信
頼区間：12.5‒82.1）であった。記述疫学に
おいて焼⾁店利⽤が多く認められたことと、
SCCS 法により⾼い IRR が推定されたこと
から、記述疫学の結果と SCCS 法による解
析結果には⼀貫性がみられた。 

この結果から、分⼦タイピング情報によ
り同⼀分⼦タイプとされた症例に対して、
曝露⽇および発症⽇が把握可能であり、曝
露因⼦が SCCS 法の前提条件を満たす場合
には、症例のみの疫学情報を⽤いて IRR を
推定できる可能性が⽰された。 
 
C1-3．SCCS 法により得られた IRR を⽤い
た ARP算出 

SCCS 法により推定された IRR 32.0 を⽤
いて、ARPを算出した。その結果、ARPは
96.9％（95％信頼区間：92.0‒98.8％）であ
った。これにより、SCCS 法の前提条件を満
たす曝露因⼦を対象とした場合、SCCS 法
により得られた IRR を⽤いて、疾病負荷の
相対的指標である ARP を算出できる可能
性が⽰された。 

⼀⽅で、SCCS 法により得られる指標は
相対指標である IRR であり、曝露によって
どの程度の発症数が増加したか、または発
症リスクがどの程度増加したかといった絶
対リスクを直接評価することはできない。

そのため、絶対リスクや発症数への影響を
評価するためには、コホート研究等から得
られる発⽣率、リスク差、背景発⽣率などを
併⽤する必要があると考えられた。 
また、個別の⾷品や⾷材を曝露因⼦とし

た場合には、⾷品媒介感染症の発症後に当
該⾷品の摂取を避ける⾏動が⽣じる可能性
があり、SCCS 法の前提条件である「イベン
トの発⽣がその後の曝露に影響を与えない
こと」や「イベント後に曝露⾏動が変化しな
いこと」を満たさない可能性がある。さら
に、個別⾷品・⾷材では曝露開始時点や曝露
期間を正確に把握することが困難な場合が
多い。そのため、SCCS 法の適⽤にあたって
は、曝露因⼦の特性と前提条件を慎重に確
認する必要がある。 
 
C2. 考察 

本研究では、広域に発⽣する主に細菌性
⾷品媒介感染症について、疫学情報と病原
体のゲノム情報を統合的に活⽤し、広域事
例の情報収集、リスク推定、疾病負荷評価に
資する⽅法を 3 年間にわたり検討した。 

初年度の検討では、広域⾷品媒介感染症
において、分⼦タイピング情報または病原
体のゲノム情報のみでは原因⾷品や感染源
の推定には不⼗分であり、曝露歴、⾏動歴、
臨床情報などの疫学情報を迅速かつ標準化
された形で収集することが重要であること
が⽰された。共通化した疫学調査票は、複数
⾃治体から同⼀形式の情報を得る点で有⽤
であり、迅速性の⾯でも利点があった。⼀⽅
で、収集された情報を解析可能な形に整理
するためには、データ集約および構造化の
効 率 化 が必要 で あ っ た 。⽶国 に おける
NORS、REDCap、レシート情報の活⽤、情
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報提供⽅法の検討などは、国内における広
域⾷品媒介感染症対策を検討する上で参考
になると考えられた。 

2 年⽬の検討では、MLVA 法により同⼀
分⼦タイプとされた EHEC O157VT1VT2
症例を対象に、SCCS 法による IRR 算出を
試⾏した。従来、⾷品媒介感染症のリスク評
価には、症例対照研究や後ろ向きコホート
研究など、⽐較群を設定した調査デザイン
が⽤いられてきた。しかし、広域事例では、
⽐較群の設定に時間、費⽤、マンパワーを要
し、迅速な評価が困難となる場合がある。
SCCS 法は症例のみを⽤いてリスク推定を
⾏う⽅法であり、曝露⽇および発症⽇が把
握可能で、前提条件を満たす曝露因⼦であ
れば、広域⾷品媒介感染症におけるリスク
推定に応⽤できる可能性がある。本研究で
は、焼⾁店利⽤を曝露因⼦とした解析にお
いて IRR 32.0 が得られ、記述疫学の結果と
も⼀貫性がみられた。このことから、症例の
みの疫学情報を⽤いた SCCS 法によるリス
ク推定の実施可能性が⽰された。 

3 年⽬の検討では、SCCS 法により得られ
た IRR を⽤いて、疾病負荷指標の⼀つであ
る ARPを算出した。IRR 32.0 に基づく ARP
は 96.9％であり、SCCS 法の前提条件を満
たす曝露因⼦であれば、相対的な疾病負荷
評価に応⽤できる可能性が⽰された。この
点は⽐較群の設定が困難な広域⾷品媒介感
染症事例において、公衆衛⽣上の負荷を検
討するための選択肢となり得る。 

⼀⽅で、SCCS 法にはいくつかの限界が
ある。第⼀に、SCCS 法は相対指標である
IRR を推定する⽅法であり、絶対リスクや
発症数の増加を直接評価することはできな
い。そのため、疾病負荷をより具体的に評価

するためには、コホート研究、サーベイラン
スデータ、背景発⽣率、リスク差などの情報
を併⽤する必要がある[6‒8]。第⼆に、SCCS
法は曝露因⼦の特性に⼤きく依存する。焼
⾁店の利⽤のように、曝露時点が⽐較的明
確で、発症後の曝露⾏動変化の影響が限定
的と考えられる場合には適⽤可能性がある。
⼀⽅で、個別⾷品や⾷材を曝露因⼦とした
場合には、曝露時点や曝露期間の把握が困
難であり、さらに発症後に当該⾷品を避け
る⾏動が⽣じる可能性があるため、前提条
件を満たさない場合がある。第三に、広域事
例では症例数が限られることが多く、疫学
情報の⽋測や曝露⽇の不確実性が解析結果
に影響する可能性がある。 

本研究の意義は、広域⾷品媒介感染症に
おいて、疫学情報と病原体のゲノム情報を
統合し、さらに SCCS 法を⽤いたリスク推
定および ARP 算出へと接続する⼀連の⽅
法を検討した点にある。これにより、従来の
⽐較群を設定した調査デザインが困難な場
合であっても、⼀定の条件下では症例のみ
の情報からリスク推定および疾病負荷の相
対的評価を⾏える可能性が⽰された。 
今後は、広域⾷品媒介感染症における疫

学情報の標準化、構造化、迅速なデータ集約
体制の構築が必要である。また、SCCS 法を
適⽤可能な曝露因⼦と適⽤困難な曝露因⼦
を整理し、前提条件を満たさない場合の補
正⽅法や感度分析についても検討する必要
がある。さらに、SCCS 法により得られた
IRR や ARPを、サーベイランスデータやコ
ホート研究等から得られる発⽣率・リスク
差と組み合わせることで、より実践的な疾
病負荷評価につなげることが重要である。 
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Ｄ．結論 

本研究では、広域に発⽣する主に細菌性
⾷品媒介感染症について、疫学情報と病原
体のゲノム情報を統合した情報収集・解析
⽅法を検討した。 

初年度には、広域⾷品媒介感染症におけ
る疫学情報収集⽅法を検討し、共通化した
疫学調査票による情報収集は迅速性の点で
有⽤である。⼀⽅、データ集約および解析の
効率化が課題であることを明らかにした。
また、⽶国における NORS、REDCap、レ
シート情報の活⽤、リスクコミュニケーシ
ョンの⼯夫など、広域事例対応に資する情
報収集・活⽤⽅法を整理した。 

2 年⽬には、MLVA 法により同⼀分⼦タ
イプとされた EHEC O157VT1VT2 症例を
対象に、SCCS 法による IRR 算出を試⾏し
た。焼⾁店の利⽤を曝露因⼦とした解析で
は、IRR 32.0（95％信頼区間：12.5‒82.1）
が得られ、症例のみの情報を⽤いたリスク
推定の実施可能性が⽰された。 

3 年⽬には、SCCS 法により推定された
IRR を⽤いて ARP を算出し、ARP 96.9％
（95％信頼区間：92.0‒98.8％）が得られた。
これにより、SCCS 法の前提条件を満たす
曝露因⼦であれば、症例のみの情報を⽤い
て疾病負荷の相対的評価を⾏える可能性が
⽰された。⼀⽅で、SCCS 法は絶対リスクを
直接算出できないため、発症数の増加やリ
スク差などを評価するためには、コホート
研究等から得られる発⽣率やリスク差を併
⽤する必要がある。また、個別⾷品・⾷材を
曝露因⼦とする場合には、曝露時点の把握
や発症後の曝露⾏動変化により、SCCS 法
の前提条件を満たさない可能性がある。 

今後は広域⾷品媒介感染症における疫学
情報の標準化・構造化、迅速なデータ集約体
制の構築、SCCS 法の適⽤可能な曝露因⼦
の整理、絶対リスク評価のための他の調査
デザインとの組み合わせを検討する必要が
ある。 
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